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農地売買と稲作収益性

一農家の危険回避行動一

伊藤房雄・天間 征
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1.はじめに

1 )課題設定

北海道の稲作地域における農地流動化は，傾向としては都府県と同様に，

昭和40年代後半からの自作地有償移動の急減と昭和50年代以降の貸借権の設

定の増加にその特質が見出されるが，絶対値としては，依然として有償移動

がその主流を占める1)。

農地売買による農地流動化の阻害要因として従来広く指摘されているの

は，農地供給量の少なさと高地価による農地需要の停滞の 2つである2)。前

者は兼業等の安定的農外収入と高地価を背景としたインフレ・ヘッヂとして

1 )転作奨励金が小作料化している下で，有償移動と賃貸借のどちらが有利かは一概には

決まらなし、。北海道の稲作地域の賃貸借を有償移動の補完として位置づけているもの

に井上 [5)がある。以下，本稿ではそれに従い，有償移動を中心に議論が展開され

る。

2 )機辺[6) pp194-pp198参照。
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の農地の資産保有志向によるものであり，後者は売買価格が農業採算価格を

上回るためによるものであるとみられる。

ここで北海道の自作地資本利回りをみたのが第1表である。近年の米価抑

表 1 限界土地純収益と自作地利回り

年度
都府県限界

干IJ阿り
北海道限界

干IJ[ojt)
土地純収主主 土地純収主主

44 38.804 4.9 24.735 10.2 

45 30.397 2.9 37.801 16.6 

46 29.503 2.3 25.779 13.9 

47 34.954 2.4 45.663 24.6 

48 38.964 2.1 63.358 30.6 

49 49.989 1.9 61，845 23.2 

50 71.737 2.5 75，505 21. 4 

51 62.662 2.1 

52 52.982 1.7 99.507 18.7 

53 66.017 1.9 66.627 11. 8 

54 79.687 2.2 71.763 10.1 

55 38.942 5.2 

56 24.663 3.2 

57 73.105 9.6 

58 49.133 6.6 

注1) 限界土地純収益は都府県および北海道の平均値(円/10a)

2) 利回りは，それぞれ，中田価絡に対する比率(%)ただし，北
海道の中田価格は空知支庁を代表させた

3) 計算方法，都府県のi直は荏開津・茂里子(農業経済研究
第54巻 4号1983)による

制を反映し，自作地資本利回りの低下がみられるが，都府県と比べかなり高

率である3)。また，土地純収益を比較すると，北海道と都府県平均値に大き

な差異はみられない。このことから，北海道の中田価格は都府県でいわれる

ほどの高地価ではないことが窺い知れよう。さらに，北海道農村地域では都

府県に比して相対的に兼業機会が少ない点を考慮すると，農地流動化の規定

3 )自作地資本利回りを稲作剰余と中国価格の比率とし，その都道府県比較を行ったもの

に後藤 (2)がある。そこでも，昭和40-44年と昭和50-54年の2期間に，都府県の

利回りの大部分が半減して 3%弱になるのに対し，北海道の利回りは10%以上を維持

している。
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要因は，前述の 2要因では必ずしも十分であるとはいえない。

ところで，高率の自作地資本利回りを有する農地は，経済的観点から，農

地需要農家群にとっては長期・低利の制度資金を借入れて農地を購入しでも

十分採算に見合う投資対象であるように思われる。他方，農地供給農家群に

とって，その自作地資本利回り以上の投資対象がなければ， r農地を手放し
でもよいJとする経済的理由はないわけである。

また，農業は産業上の特質として土地を直接生産手段とするために，気象

変動等の不確実性4)による影響を強く被る。この不確実性は収益性の変動を

誘発し，農家の生産要素の需給調整に影響を与えると考えられる。

このような収益性の観点から農地売買を説明しようとする試みは，これま

で十分になされてきたとはいい難い5)。

そこで，本稿では，北海道稲作地域の農地有償移動の大きさを，稲作の土

地収益性の高さとその安定性の 2つの視点から数量的に分析し，説明するこ

とを課題とする。

2)事実認謡

分析対象地域としては，北海道の水稲作付面積の 6割以上を占める空知・

上川両支庁をとりあげ，分析期間は回和46-58年とした。期間の設定は，昭

和45年の農地法改正により自作農主義が借地農主義へ方向転換した6)こと

と，データの制約によるためである。

以下，分析対象地域の農地流動化を概観する。

第 1図は，空知・上川両支庁の有償移動面積と賃貸借面積の推移7)を図示

したものである。

ここでまず，昭和47・48・54・57の各年に有償移動面積が増加を示すこ

とが特徴的である。これは，昭和44・46・51・55・56年の冷災害がタイム・

4 )これは「環境的不確実性」であり，農家聞に完全情報を仮定しでも消滅しないという

性質を有する。酒井(9)参照。

5 )理論的考察は武部 (10)によりなされている。また，実証研究は樋口・大泉(3)を

参照。しかし，不確実性による収益性への影響を考慮した農地売買の研究はみられな

し、。

6 )今村 (4)pp26-pp32参照。

7)賃貸借の培加は，昭和50年の農振法改正による「農用地利用増進事業J.昭和55年の「農
用地利用培進法jの制定に基づく。
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図1 農地移動の推移(空知・上川両支庁)
(資料)空知・上川両支庁農地移動実態調査

4 

2 

。

ラグを伴って，有償移動面積に反応したことによるものと考えられる。とき

には農業所得がマイナス値を伴なう冷災害年の収益悪化は，即時的な経営規

模縮少ではなく，ある程度の調整期闘を経たのち，農地の供給増を惹き起す。

このことは，農地売買という重大な意志決定が単年度収益のいかんではなく，

過去数ヵ年の収益性推移の主観的検討に基づくことを示唆するものとして解

釈できるのではあるまいか。

イ也に特徴的なことは，分析期間中，有償移動 1件あたり平均面積が約
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2.2haと安定的に推移している点である。買手にとって，このような大規模

な農地購入に自己資金だけで対応するには相当無理があり，むしろ農地購入

資金の大部分を長期・低利の制度資金で充てていると考える方が妥当であろ

つ。

次に，稲作収益の資本還元地価と実勢売買地価について概観する。

第2表は，稲作付面積規模別に，それぞれの残差としての土地純収益・稲

作剰余・稲作所得の資本還元地価と売買地価の推移を示している。分析期間

中，売買地価は年平均約12%で上昇しているが，冷災害年を除くと，資本還

元地価と売買地価の聞に農地購入が困難になるほどの帯離はみられない8)。

また収益性視点だけからいえば，資本還元地価が売買地価を大きく上回る限

り農地売却の経済的必然性はなく，農地の供給は留保されることになる。第

2図にみられる農業廃止の推移は，この資本還元地価と売買地価の関係にう

まく反応しており，これが農地売買市場を通じて有償移動面積の動向を形成

していると考えられる9)。このことは，北海道の稲作地域において，有償移

動の動向が，ある程度稲作収益性から説明されることを示唆するものと解釈

できょう。

2.分析方法

1)農地売買の理論モデル

まず，理論モデルを構築するにあたり，用いられる「農地」の概念を整理

しておこう。

農家にとって農地は，フロー概念としては「生産手段」であり，ストック

概念としては「資産jと考えられる。ほかにも「家産」であるとか「労働の

場」である等，多様な性格を農地は有している。しかし，生産との関連でみ

る限り，毎年の擬制計算により算定される土地収益を生ずる「収益資産Jで
ある。

8 )これは，昭和48年のオイルショックによるインフレーションの影響のほか，改良品種

の普及や中型機械化一貫体系の確立等により，稲作費用の低減が実現したためである。

9 )北海道離農実態調査によると，農業廃止(離農)の主な要因は労力不足・後継者問題・

負債問題であるが，特に近年，負債問題の増加が著しい。これは，収益性と深く関わ

る問題である。
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(単位:千円)

資本還元地価と売買地価の推移表 2
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図2 有償移動の譲渡事由別件数(空知・上川両支庁)
(資料)空知・上川両支庁農地移動実態調査

ここで，その収益率が確率変数となるような資産を『危険資産1.またそ

の収益率が一定で危険がない資産を[安全資産jとすれば，前者は例えば株

券であり，後者は預金や借入金である10)。ただし，預金は正の『安全資産』

として，借入金は負の『安全資産jとして考えられる。

本稿で用いる農地は危険資産であり，キャピグル・ゲインを期待する保有

資産と同義ではない。

次に，理論モデルの構築に必要な仮定を，以下に設定しよう o

〔仮定IJ

想定される農家は自作地Ahaを所有し，そこで水稲単作経営を行なうも

のとする。また簡単化のため，農家の家計費は，農業経営からの家族-労働

報酬だけで賄われるとする。

10)危険資産・安全資産の概念については，酒井 [9J参照。
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この農家が， Bha (ただしB三A)の農地を購入しょうか，またはBhaの農

地を売却しょうかという選択機会に直面したとき，

〔仮定IIJ

農地売買の選択判断は，その農家の過去数ヵ年の稲作収益性にのみ基づ

いてなされる，すなわち農家は静学的期待形成を行っているとする。

ここで収益性として土地投資利回り 11)を考えると，稲作剰余は気象変動・

交易条件等の影響により一定ではなく，分散を生じるであろう。

〔仮定皿〕

稲作収益性は，平均μz・分散σ?をもっ分布を形成する。

この意味で，農地は危険資産として考えられる o 他方，農家は絶えず安全

資産の保有機会に直面している。つまり，農地購入資金は借入れにより負の

収益を生じ，農地売却代金は預金・不動産投資等により正の収益を生じる o

〔仮定町〕

簡単化のため，農家は農地購入資金の全額を制度資金で賄い，農地売却

代金の全額を預金に充てるとする。

さて，稲作収益性として土地投資利回りをみたのが第3表である。ここで

は，農家の期待利回りとして，過去 5年間12)の土地投資利回りの平均値を

設定している。仮りに安全資産の利回りが6%であれば，期待利回りのほと

んどがそれを上回るのがみれらる。

いま，安全資産の収益性を平均μf・分散6?とすれば，第3表より

11)土地投資利回りとは，稲作剰余を中国価格で除したものである。つまり，資本利子を

土地に帰属させるような農家を想定している。

12) 5年間を設定したのは便宜上のためであり，必然性はない。耕地面積規模別でみて各

階層の生産カに格差が存在すれば，階層間で，その設定期間に相違が生じることは十

分考えられよう。
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表3 土地投資の期待利同り

H皆層の平均 H階層の平均 皿階層の平均 W階層の平均
年度
期待利阿り期待利[司り期待干1)阿り期待利同り

46 7.9 11. 0 10.7 10.1 

47 3.6* 6.8 7.7 6.9 

48 3.4* 7.0 8.2 7.7 

49 6.0 10.4 11. 5 10.3 

50 7.8 13.0 14.3 13.0 

51 11.2 15.5 16.1 15.1 

52 1l.2 14.1 14.7 13.0 

53 10.6 12.4 13.7 12.1 

54 9.4 10.6 11. 4 10.1 

55 7.8 10，0 9.3 8.8 

56 6.0 8.8 7.8 8.3 

57 4.2・ 6.6 5.8・ 7.5 

58 2.8* 4.5・ 4.3* 6.1 

注1) 断層灰分とデータは表2と同じ
t期(t=46・・.58)の各種は t-1期から t-5期までの土地
投資利問りの平均値
3) ・印は，正の安全資産の干1)[0]η6%を下関るもの

μi>μf σ¥>0; 

という関係が成り立つ。これは，危険資産と安全資産との聞にトレード・オ

フの関係が存在することを示すものである o つまり，収益率の平均・分散と

もに大きい危険資産と平均・分散ともに小さく安全確収である安全資産との

組合せの結果として，農地売買が現出すると考えるのである o

次に，危険資産と安全資産の配分率Zを

::r=一主ー (ただしーA~B三A)
A+B 

とすると，配分後の混合資産の利回りは，

平均 μ(  1 -::r)μf+::rμz )
 

唱

E
A(
 

分散 σ2=(1 _X)2σ}+ 2::r( 1 -X)σzσfPけど2σ?

(ただし Pザは危険資産と安全資産の共分散)

の分布に従う。

ところで，安全資産の利回り(すなわち利子率)は一定と考えられるので，

(2) 
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σf= 0である。これにより， (2)式は

σ=Z  62 (3) 

となる。(1X3)式より

μμF  
μ=μf+ (ぷピム)σ (4) 

が成り立つ。 (4)式は，x> 0の範囲で農家がとり得る μ.σ の様々な可能な
組合せのなかで、も，一定の平均のもとで最小の分散をもっ点，または一定の

分散のもとで最大の平均をもっ点の軌跡という意味でrEfficient

FrontierJl3) (以下， EFと絡)である。

また， (1)式は

μ=μf+ (μz一μflx (5) 

と変形できる。 (5)式は，配分後の期待利回りの平均と配分率の関係を示すも

ので， rDistribution CurveJ (以下， DCと略)と言えよう。

X 

この理論モデルを図示したのが，第3図である。図の右側に位置する ρ一
DC1， n μ EF， 
;<L 

μf 

Xs 0 

図3 農地売買モデル

Pz(P"σ，) 
I P2 (μ2，σο) 

PS (九円)!

σ。 σ 

注)正の安全資産のμと負の安全資産の戸は同一水準にある必然性はないが，簡単化のため需要側・
供給側を別けすに作図している。

13)安全資産を含む際， Efficient Frontierが直線て、表わされる。エルトン・グルーパー

(1)参照。
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σ平面上のEFj(j= 0， 1， 2)が(4)式に対応し，左側に位置する μ-x平

面上のDCj(j= 0， 1， 2)が(5)式に対応する。

ここで，t期に自作地だけで農業生産している状態をEFo上のPoとしよう。

例えば，t+ 1期に農家の期待収益率分布に変化が生じ，それが分散一定で

平均だけが増加したとすると， EFjの傾きは大きくなる。このとき， Plはt

+ 1期でまだ資産選択(すなわち，危険資産と安全資産の組合せ)の機会に
直面していない状態であり， Poと同一規模にある。つまり，対応するDC1上

のQ1である。そして資産選択の結果，混合資産の期待収益率がPLで、表わさ

れるとしよう。これはDC1上のQL~こ対応し，このときの配分率はXL (> 1) 

となる。この径路を辿る農家は，借入金という負の安全資産を用いて，以前

より大きな危険資産を保有する，つまり農地を購入しているのである。また，

t+ 1期の期待収益率分布の変化が，分散一定で平均だけの減少であれば，

EFjの傾きは小さくなる。このとき， Pzはt+1期でまだ資産選択の機会に

直面していないのであり，やはり， Poと同一模様にある。これは， DCz上の

Qzに対応する。そして資産選択の結果，混合資産の期待収益率がPSで表わ

されると，それはDCz上のQsに対応し，配分率はXs(< 1 )となる。この

径路は，危険資産の一部を手放し，預金という正の安全資産を手に入れる，

つまり農地売却を表わしている。

以上より， EFj上の 1点が決まると，それに対応するDCj上の点を経て，

配分率zが一義的に決定される o そして，どの径路を辿るかは農地の売買機

会に直面する農家の意志決定に依るのであり，様々なケースが考えられよう。

第4図は，それらの代表的なケースを整理したものである。

2)計測方法

計測の目的は，自作地有償移動面積の変化と稲作収益性の変化との関係を

明らかにすることである。理論モデルより，稲作収益性の変化として

rEfficient FromtierJの傾きの変化を用いる。

計測式は， Box-Cox変換による伸縮的関数型回帰モデルを適用し14) 以

下のように特定化した。

14) Box-Cox変換による回帰モデルについては草刈 (8)参照。
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図4 農地売買径路

XL 農地購入

Xv 農地売却

1 :農地売買無

XL. 農地購入

Xs 農地売却

1 :農地売買無

XL 農地購入

1 :農内売買無

注 1)Pi (i= 1， 2， 3， L， V， S， Z)は混合資産の期待収
益率の状態。

2) Qi (;=1， 2， 3， L， V， 3V， S， Z)は刊に対応す
るDC上の点。
3) Xi (戸L，V， S， 1)は配分率を示す。

y/rl)= a i+ s iXi(rZ)+ r iD+U 

f (y/rl)一1)!r 1 
ただし.y/川={ ，~， 

{ 1nYi 

Xiも同様

r 1， r 2はベキ変換係数

i=D (需要側)， s (供給側)
α， s， rは推定すべきパラメーター
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変数を以下に示す。

Yi: i=Dのとき 譲受面積一譲渡面積

i=Sのとき 譲渡面積一譲受面積

X(μzー μf)
2σt  

μi t-1期一tー 5期の土地投資利回りの平均

σt-1期一t-5期の土地投資利回りの分散

μf 安全資産の利子率で 6%を想定

D タイムダミー 46-54年 0， 55-58年 1 

U:誤差項

ここで，階層を農地需要側・供給側と大きく 2つに分けたのは，第 5図に

みられるように，自作地有償移動の譲受・譲渡に明確な階層性がみられるこ

とによる。そこで， 5 ha未満層を供給側， 5 ha 以上層を需要側とした。

面積(lOOha)
図譲渡超過

国譲受超過

Y
E
i
 

πu 

岡
山 -N 

図5 有償移動の譲渡・譲受階層性(空知・上川両支庁)
(資料)空知・上川両支庁農地移動実態調査

注)階層区分は表2と同じ
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3)資料

自作地有償移動面積は，空知・上川両支庁の各年農地移動実態調査より集

計した。

土地投資利回りは，各年北海道農林水産統計年報(米生産費)より算定し

た10aあたり稲作剰余を，北海道農業会議所「田畑売買等に関する調査jの

空知支庁自作地中田価格で除したものである。なお，米生産費調査は昭和51

年以降労賃評価替えがなされたため，昭和51年以降の労働費は，農林省「農

家経済調査Jより農業臨時雇賃金を算定し，それに直接労働時聞を乗じたも

のである。女子労働時聞は，男子のそれに0.8を乗じ能力換算した。

安全資産の収益率は，正の安全資産については一般市中銀行の定期預金を

想定し6.0%を，負の安全資産については長期・低利の制度資金のなかから

農林漁業金融公庫の総合施設資金15)を想定し5.0%を用いた。

3.計測結果の検討

1 )計測結果

前節(6)式の計測結果を示したのが第4表である。推定されたパラメーター

表4 計isI)結果

供給側 需要側

パラメーター 推定値 パラメーデー 推定値

α 1.6941 α 1.0634 
(8.81)叫事 (6.95)叫喰

β -0.2332 β 0.0807 
(-1.90) • (3.26)叫*

S -0.9203 s 0.9013 
(-3.65) (4.08)叫*

2 

R 0.592 
R 0.416 

dw 0.405 
dw 1.494 

ィ主1) ( )内の値はt値
2) Rは自由度修正済み決定係数.dwはダービーワトソン比
3) へ** *.*はそれぞれ.10%. 5%. 1 %有意水準

15)農地購入のための制度資金には，ほかに農地等取得資金(利子率3.5%)や農業者年

金基金の農地等買入資金(利子率3.0%)等がある。しかし，債務者である農家にとっ

て，相対的に高利子率を設定する方が，スムーズな償還に繋がると考えられる。

60 



農地売買と稲作収益性

は，ほとんどが 1%水準で統計的に有意で‘ある。 EfficientFrontierの傾き

のパラメータ-siは，農地供給側では負，農地需要側では正の符号を示し

ている。このことは，Efficient Frontierの傾きの減少・増大に農地供給量・

需要量がそれぞれ対応することを示すものである。第3図でいうならば，

POP1PL径路・ POP2PS径路・ POP3PV径路が確認されたのである。

次に，決定係数が農地供給側・需要側で，それぞれ0.416，0.592と多少

低いように思われる。しかし，現実の自作地有償移動が，理論モデルで設定

した稲作収益性以外の経済的要因16)や非経済的要因17)にも影響されること

を考慮するならば，それらの値は必ずしも妥当性を損うものではないと考え

られる o

2)考察

計測結果より，農地の購入・売却面積の動向が，稲作収益性の高さ(土地

投資利回りの平均)と安定性(土地投資利回りの分散)によく反応している

ことが確認された。

それでは，このような農地売買機会に直面した農家の行動が，いかなるも

のであるかを考察しよう。

いま，農地売買機会に直面する農家は危険回避者 (RiskAverter)である，

という仮説を導入し， Rを危険資産と安全資産の組合せからなる混合資産の

期待収益率とすると，この農家の効用関数は

U(R)= s1R+士s2R2 (ただし，ム>0， s2< 0) 
と特定化できる18)。この効用関数の期待値は，

E[U(R円 1μ+fTFμ2+σ2)

と表わされる19)。ここで農家が直面する制約条件はEfficientFrontierが対

16)前出の樋口・大泉[3 )では，農地購入をはかる場合の農民の判断が.(i)稲作粗収益

に基づく.(ii)家計費を制限要因とする， (iij)複合経営全体からの剰余に基づくことを指

摘している。

17)経営主年齢・後継者の有無・土地への執着心・将来の農業展望等があげられる。

18)危険回避者の効用関数が，一般性を失うことなく 2次関数で表わせることについて

は桐谷 (7)pp3・9-pp43参照。
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応するので，結局，これは(4)式の制約のもとでの(7)式の最大化問題に帰着す

る。すなわち，

1
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(8) 

の最大化問題である。これは， (8)式の一階の条件・ (3)・(4)式を用いて解く

と20) 最適配分率Jが

x*一一 (μzー μr)(sl+s2μf)
s 2{ (μz一μf)2+σ3

として導出される。

計測結果で確認された径路の配分率が最適配分率であれば，そこでの農家

行動は，第 6図で説明される。例えば， POP1PL径路を辿り農地を購入した

E[U，(R)] 

DC， ~ 
¥.!L 

μ 
EF， 

DC2.1 ~ui\\./ ペ" ____EF2 

l P2(戸2σ0)

X XL X， 0 
図6 農家の危険回避行動

σ 
o σ 

19) U (R)をRの平均のまわりでテイラー展開すると，

U(R)=U[E(R)]+U1[E(R)] [R-E(R)] 

+U2[E(R)] [R-E(R)]2+...・H ・..

この期待値をとり，そこに 2次の効用関数を代入すると(7)式が導かれる。

20)二階の条件は，一β2[σf+(μsーρf)2J>0で満たされている。
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農家の無差別曲線はE[U1(R)]で・あり， POPZPs径路を辿り農地を売却した農

家のそれはE[Uz(R)]で、ある。それぞれ，稲作収益性が変化した後，農地の購

入も売却もしなければ位置したであろう P1・Pz点を通る無差別曲線より高

い水準である。

このことは，農地の売買機会に直面した農家群のおこなった意志決定が，

そこに農家は危険に対して回避するような行動をとる，という仮説を導入す

ることにより，効用水準を高めるという意味で，経済合理的対応として説明

されるのである。

4.おわりに

農用地としての売買機会に直面する農家の意志決定過程に，その収益性の

与える影響は少なくない。

本稿では，農地を収益率が確率変数である「危険資産」とし，その購入・

売却資金を収益率が一定で危険がない「安全資産」と考え，ポートフォリオ

理論の適用可能な農地売買モデルを呈示した。

そして，計測結果より，北海道稲作地域の自作地有償移動面積が，稲作収

益性の高さと安定性によく反応していたことを明らかにした。これは，トレー

ド・オフ関係にある危険資産と安全資産の最適な組合せを行なう際，農家が

危険回避の行動をとるという仮説を導入すると，経済合理的対応の結果と考

えられる。

なお，残された課題としては，以下の 3つがあげられる。

まず，賃貸借の取扱いについてである。農用地利用権の設定期間が長期化

するなかで，有償移動と賃貸借の有利性が収益性の観点から一概に決まらな

いということは，両者にトレード・オフが存在する可能性を示すものと考え

られる。それには 2つの危険資産と 1つの安全資産からなる理論モデルの

拡張が必要となる。

次は，非経済的要因についてである。これは本稿の課題を超える問題であ

るが，その農地売買の動向に与える影響は小さくない。前述の賃貸借をも併

せ含む総合的農地売買モデルの構築が必要とされる。

最後は，安全資産の利子率についてである。すなわち，負の安全資産の適

正利子率の問題である。農地購入資金の調達は，その大部分が利子率の異な
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る数種類の制度資金から賄われるが，理論モデルの性質上，適正利子率の決

定は慎重になされなければならない。しかし，この問題はいまだに理論的に

解決されておらず，今後の課題である。
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